
これまでの先行研究では、肢体不自由児のいる家

庭への訪問調査より、入浴場面では衣服の着脱衣か

ら、脱衣室への移動、洗体、浴槽の出入りなどで抱

きかかえ介助が多用されていることがわかった。そ

こで本稿では、抱きかかえ介助時に介助者の身体に

かかる負担を実験により客観的に明らかにすること

を目的とする。

介助者の役割を健常成人男女各４名（平均年齢

41.5±9.8歳、身長168.2±10.１cm、体重64.０±

10.7kg）とし、子どもの役割をダミー人形（身長

114.２cm、体重9.2kg、シミュレイズ社製USA、

水中救助訓練全身人形）とした。

ダミー人形仕様：介助者役の被験者の実験時の疲

労を考慮し、ダミー人形の重量

は10kg以下とした。なお、こ

のダミー人形の身長から想定さ

れる子どもの年齢は、５歳～６

歳程度の男児または女児である

（平成22年度学校保健統計調査、

文部科学省）。

作 業 台 仕 様：在宅における介助の場面を分析

した結果、本実験では、作業台

の高さを以下の５通りとして設

定した。

①０cm（膝はつかない）： 床や布団からの介助を想定。

②０cm（右片膝をつく）： 床や布団からの介助を想定。

③20cm：洗体用いすからの介助を想定。

④40cm：電動ベッド（標準高さ）またはリクライ

ニング車いすからの介助を想定。

⑤60cm：電動ベッドの高さを上げた位置からの介

助を想定。

実　験　手　順：実験手順は以下である。

①床反力計上で静止立位

②ダミー人形を作業台または床から抱き上げる

③ダミー人形を抱えた状態で静止立位

④ダミー人形を作業台または床に置く

という流れである。

被験者には作業台（幅600mm×長さ1200mm）

の高さをランダムに変更し、同一課題を３回、計

15回の抱きかかえ介助を実施してもらった。足を

置く位置は任意としたが、片足は１つの床反力計内

（400mm×600mm）から出ないように指示をした。

右片膝をつく実験条件の場合も同様とした。ダミー

人形を作業台に置く位置は、介助者が置きやすい位

置とした。

計測には、赤外線カメラ12台で構成される三次

元動作分析装置VICON612（VICON社製UK）と

床反力計（AMTI社製USA）を最大で４枚用いた。

直径18mmの赤外線反射マーカーを24箇所介助者

に貼付。計測の様子を図１に示す。
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介助者役の被験者には、理学療法士が抱きかかえ

介助の一連の動作を指導し、実験前に各高さを１回

ずつ練習した。また、三次元動作分析装置による各

条件の計測終了毎に修正Borg scale（11段階）を

用いて、主観的な負担度を聴取した。

図１　実験風景

各条件における腰部モーメントの代表例を図２に

示す。縦軸には腰部モーメント、横軸には時間を示

す。腰部モーメントは、床反力計とマーカーの位置

等により算出している。ダミー人形が作業台から離

れる瞬間に抱き上げ時の最大値を示し、ダミー人形

が作業台に接触する瞬間に腰部モーメントは抱き下

ろし時の最大値を示していた｡各高さとも抱き上げ

時および抱き下ろし時の最大値に差はみられなかった。

次に抱き上げ時と抱き下ろし時の腰部モーメント

の最大値を作業台の高さ別に図３に示す。なお、被

験者間の体格のばらつきをなくすため、腰部モーメ

ントを被験者の身長（ｍ）と体重（kg）の積で割

り、正規化した。０cmの場合、ひざをつかない介

助方法では、作業台の高さ40cmと60cmで有意差

が認められた（p<0.05） 。しかし、０cmでもひざを

ついた場合には、各高さにおいて有意差はみられな

かった。

主観的な負担感では、作業台の高さ0cm（ひざ

をつかない）と60cmの条件において有意差がみら

れた（p<0.05） 。また、０cmの高さでもひざをつく

場合の方が主観的負担度は大きくなり、60cmでは

最低となっていた（図４） 。

図２　抱きかかえ介助時の腰部モーメントの推移

図３　腰部モーメント指標値の平均

図４　 抱きかかえ介助における主観的な負担感の平均値



今回の実験は、労働衛生関係の腰部負担の実験条

件とは異なるため、親への啓発活動用の基礎データ

としては有益であると考える。つまり、幼児期など

まだ子どもの体格が小さい時から、洗体用いすや

ベッドなど福祉用具の導入を検討するとともに、抱

きかかえ介助を安全に行える環境設定をつくること

が介助負担の軽減につながることを示唆できる。抱

きかかえ介助をする場合でも、床から抱き上げる場

合はひざをつくなどの介助方法が有効であり、ベッ

ド上など高い位置から持ち上げることが腰部負担を

減らす要因になる。

さらに60cm以上の位置から子どもを抱きかかえ

ることは、主観的負担度にも効果が期待できる。在

宅生活の場面では、ベッドの高さを60cm以上に上

げてから移乗介助をすることや、脱衣室に60cm以

上の台などを置く事が具体的な解決方法につながる

であろう。ただし、高い位置からの抱きかかえ介助

は、児の転落や転倒のリスクがともなうため環境設

定などに注意が必要である。

※本研究は科学研究費補助金（21500749）により

実施した。

〔第26回リハ工学カンファレンス

（2011年８月24日～26日、大阪市）にて発表〕
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